
《 島根県内に本店を置く建設業者のみなさまへ 》

　島根県では、建設産業を取り巻く経営環境や経営上の課題、今後の経営の

あり方に対する意向や取組状況を調査し、今後の建設産業対策の参考とする

ため、県内建設業の皆様を対象としたアンケート調査を実施しますので、ご協

力をお願いいたします。

１　このアンケートは、経営者の方が回答を記入してください。

２　このアンケート調査の結果は、統計的な集計処理を行い、個別データ

　を公表することはありません。

３　提出方法

　　回答を記入された調査票は、

　平成３０年１２月３日～平成３１年１月１８日　の間に申請を受け付

　ける 「建設工事入札参加資格審査申請」 と同時に提出してください。

【お問い合わせ先】

　島根県土木部土木総務課

　建設産業対策室 　担当： 朝山

　　電話： ０８５２－２２－６４２９

平成３０年度　島根県建設産業実態調査

島根県土木部土木総務課



※ 経営者の方が回答を記入してください。

Ⅰ 企業の属性について （該当する選択肢にチェック（✔）するか、または数値をご記入ください。）

【業種区分】

　土木一式、とび・土工、石、ほ装、しゅんせつ、水道施設、解体の各工事

　建築一式、大工、左官、屋根、タイル・レンガ・ブロック、鋼構造物、鉄筋、板金、ガラス、防水、

　内装、熱絶縁、建具、解体の各工事

　電気・管など土木系、建築系以外の工事

従事者数　合計 人 ※ 従事者数には、役員を加えた人数を記入してください。

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

 完成工事高 　　前　　　期　　　　　

 千円  千円

 千円  千円

 千円  千円

 千円  千円

 千円  千円

　　 ７ 隠岐

２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳以上

　 ※ 直近の完成工事高が最も
　　　大きい業種を選んで下さい。

　　　２　建築系 　　　３　設備その他

　　 ２ 雲南

技術者（男性）

技術者（女性）

技能者（男性）

技能者（女性）

 公共工事

元 請

下 請

前　々　期

 民間工事

合　計

 民間工事

入札参加資格審査申請と
同時に提出してください。

 公共工事

10歳代

　　　１　土木系

前　　期

 本店の所在地区

 主たる営業業種
　（次の 【業種区分】 を
　 参考にして下さい。）

土　木　系

建　築　系

設備その他

　　 １ 松江

 従事者数

事務職員（男性）

事務職員（女性）

　　 ３ 出雲 　　 ４ 県央 　　 ５ 浜田 　　 ６ 益田

1／5



Ⅱ 経営環境及び経営上の課題について （該当する選択肢をチェック（✔）し、「その他」欄には内容を記載してください。）

（１） 経営環境について、今後どのように変化するとお考えですか。　

 １　さらに厳しくなる ２　現在の状況が続く  ３　好転する

（２） 公共事業の受注見通しをどうお考えですか。　

 １　現状より減少  ２　現状維持  ３　現状より増加

（３） 経営上の課題は何ですか。 （複数回答可）

 １　受注工事の減少  ２　受注単価の低下  ３　資材単価の高騰  ４　技術力の不足・低下

 ５　人材不足（技術者）  ６　人材不足（技能者）  ７　過剰雇用  ８　後継者問題

 ９　その他 （ ）  10　特にない

（４） 経営上の課題に対して、実行あるいは実行中の対策を選んで下さい。  （複数回答可）

 １　営業力の強化  ２　原価管理の強化  ３　外注管理の強化  ４　リストラや人件費の抑制

 ５　有休資産（土地、建物など）の売却・活用  ６　賃上げ・正社員化等の雇用環境の改善

 ７　得意分野への専門化や新技術の導入など技術力の向上

 ８　不採算部門からの撤退または得意分野への集中  ９　建設業以外の異分野への進出

 10　その他 （ ）

（５） 上記（４）で 「４ リストラや人件費の抑制」 と回答された方に伺います。

　　　どのような方法で人員整理をされましたか。 （複数回答可）

 １　解雇  ２　自主退社  ３　定年退職後の人員を補充しない

 ４　正規社員からパート社員等へ転換  ５　建設業以外の部署への配置転換

 ６　その他 （ ）

（６） 今後の経営のあり方として、どのような方向性をお持ちですか。

　　　以下の各設問について、５段階でお答えください。 （各設問について、該当する一つをチェック（✔）して下さい。）

 a　現在の建設業の分野の強化

 b　現在の建設業のほか、他の建設業の業種に進出

 c　現在の建設業のほか、建設業以外の異分野業種に進出

 d　民間需要に向けた営業活動の強化

 e　企業合併等による経営体質の強化

 f　協業化（ＪＶや組合化等）の推進

 g　建設業を廃業して、異分野業種に進出

 ｈ　事業規模を縮小

 ｉ　現状を維持

 ｊ　廃業する

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　段　階

　　　設　問
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（７） 公共事業の発注者（国・県・市町村等）への要望があれば下記からお選び下さい。  （複数回答可）

 １　指名競争入札の拡大  ２　総合評価方式の拡大  ３　総合評価方式の縮小

 ４　総合評価方式の評価項目の見直し（具体的に ）

 ５　ダンピング受注防止対策（低入札調査基準価格、最低制限価格の引き上げ）

 ６　ダンピング対策（歩切りの根絶）  ７　元請・下請間の取引適正化の強化

 ８　重層下請構造の是正  ９　不良不適格業者の排除  10　地元業者の優先

 11　発注の平準化  12　適切な工期の設定  13　公共事業予算の安定的・持続的な確保

 14　公共工事設計労務単価の適切な設定  15　公共工事設計資材単価の適切な設定

 16　社会保険未加入対策（福利厚生費の確保）  17　社会保険未加入対策（指導監督の強化）

 18　若手技術者・技能者の確保・育成への支援  19　事業継続計画（BCP)の策定支援

 20　その他 （ ）

（８） 将来的な事業承継や後継者について、どのような考えをお持ちですか。以下の各設問にお答えください。

　　①　業歴はどのくらいですか。

 ５年未満  ５年以上１０年未満  １０年以上２０年未満

 ２０年以上３０年未満  ３０年以上

　　②　代表者はどのくらいの年齢ですか。

 ３９歳以下  ４０～４９歳  ５０～５９歳

 ６０～６９歳  ７０～７９歳  ８０歳以上

　　③　現在の代表者は何代目ですか。

 創業者  ２代目  ３代目  ４代目  ５代目以降

　　④　今後の事業継続について、どのように考えていますか。

 １　現在、検討している。  ２　既に後継者が決定している。  ３　既に事業承継済である（５年以内）。

 ４　自分の代で廃業又は清算予定である。  ５　会社又は事業の売却を考えている。

 ６　まだ検討していない。  ７　その他 （ ）

　　⑤　上記④で 「２　既に後継者が決定している。」 と回答された方に伺います。どなたを予定していますか。

 １　親子  ２　親子を除く親族  ３　親族以外の役員

 ４　従業員  ５　その他 （ ）

　　⑥　今後、事業承継を検討されている方に伺います。実施時期はいつ頃を予定していますか。

 １年以内  １～３年以内  ３～５年以内  時期は未定である。

　　⑦　今後、廃業や事業売却等を検討されている方に伺います。その理由は何ですか。 （複数回答可）

 １　適当な後継者がいない。  ２　事業に将来性がない。  ３　業績が悪化している。

 ４　相続税の負担が大きい。  ５　その他 （ ）
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　　⑧　事業承継を行うにあたり、最も課題となることは何ですか。 （複数回答可）

 １　借入債務がある。  ２　担保提供不動産がある。  ３　資金繰りが厳しい。

 ４　事業の将来性  ５　後継者との意思の不疎通  ６　相続税の負担や対策

 ７　不動産関係（相続・処分）  ８　事業売却先の有無・選定  ９　後継者への教育

 10　後継候補が複数存在  11　後継者間の紛争  12　事業承継計画の立案

 13　課題や問題はない。  14　その他 （ ）

　　⑨　県内に事業承継の公的相談窓口 （ 相談無料・秘密厳守・要事前予約 ） があることをご存じでしたか。

　　　　【 松江商工会議所内 「島根県事業引継ぎ支援センター」 電話：０８５２－３３－７５０１ （月～金：9:00～17:00） 】

 １　知っている  ２　知らなかった

　　⑩　前述⑨の公的相談窓口を利用してみたいと思いますか。

 １　既に利用したことがある  ２　将来的には利用を検討したい  ３　今後も利用予定はない

Ⅲ 異分野事業への進出状況について （該当する選択肢をチェック（✔）し、「その他」欄等には内容を記載してください。）

（１） 現在、建設産業以外の異分野事業に取り組んでいますか。

 １　取り組んでいる  ２　取り組んでいない  ３　検討中である

（２） 上記（１）で 「１ 取り組んでいる」 と回答された方に伺います。取り組んでいる事業分野は何ですか。  （複数回答可）

 １　農業  ２　林業  ３　水産業  ４　製造業

 ５　飲食業  ６　小売業  ７　サービス業  ８　環境リサイクル

 ９　情報産業  10　観光産業  11　介護・福祉  12　その他

※　支障のない範囲で、取り組まれている異分野事業の内容をご記入ください。

（３） 上記（１）で 「2 取り組んでいない」 と回答された方に伺います。その理由は何ですか。  （複数回答可）

 １　本業でやっていける  ２　資金不足  ３　人材不足  ４　リスクが大きい

 ５　何をすればいいかわからない  ６　その他 （ ）

（４） 今後の異分野事業への取り組みについて伺います。

１　異分野事業をさらに拡大する  ２　異分野事業を現状維持する

３　異分野事業からは撤退する  ４　異分野事業に着手している

５　異分野事業への進出を検討中  ６　異分野事業への進出は考えていない

（５） 異分野事業へ進出する際に、最も課題となることは何ですか。  （複数回答可）

 １　販路開拓  ２　資金調達  ３　事業場（用地）の確保

 ４　関連情報の入手  ５　人材の確保・育成  ６　社内の意識改革

 ７　事業計画の策定  ８　許認可等の規制  ９　安定した生産量の確保

 10　商品・役務の品質確保  11　相談・助言者の確保

 12　その他 （ ）
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Ⅳ 県が実施する建設産業対策について （該当する選択肢をチェック（✔）し、「その他」欄等には内容を記載してください。）

（１） 建設産業異分野進出調査研究・販路開拓助成金について

①　異分野事業へ進出するための調査研究や販路開拓を支援する県の助成制度をご存じですか。

 １　知っている  ２　知らなかった

②　上記の助成金制度を利用されたことがありますか。

 １　ある  ２　ない  ３　利用予定

③　上記の助成金制度は今後も必要と思われますか。

 １　必要  ２　必要ない  ３　わからない

④　助成金制度の対象として今後必要と思われる分野は何ですか。  （複数回答可）

 １　異分野進出  ２　担い手確保  ３　人材育成  ４　新技術・工法の導入

 ５　その他 （ ）

⑤　建設産業異分野進出調査研究・販路開拓助成金について、ご意見・要望があればご記入ください。

（２） 建設産業異分野進出初期投資補助金について

①　異分野事業への進出に係る初期設備投資に対する県の補助制度をご存じですか。

 １　知っている  ２　知らなかった

②　上記の補助金制度を利用されたことがありますか。

 １　ある  ２　ない  ３　利用予定

③　上記の補助金制度は今後も必要と思われますか。

 １　必要  ２　必要ない  ３　わからない

④　補助金制度の対象として今後必要と思われる分野は何ですか。  （複数回答可）

 １　異分野進出  ２　担い手確保  ３　人材育成  ４　新技術・工法の導入

 ５　その他 （ ）

⑤　建設産業異分野進出初期投資補助金について、ご意見・要望があればご記入ください。

（３） 事業継続力強化アドバイザー派遣事業について

①　経営革新や異分野事業進出を検討している建設事業者に対して専門家を派遣する制度をご存じですか。

 １　知っている  ２　知らなかった

②　上記のアドバイザー派遣事業を利用したことがありますか。

 １　ある  ２　ない  ３　利用予定

③　上記のアドバイザー派遣事業は今後も必要と思われますか。

 １　必要  ２　必要ない  ３　わからない

④　事業継続力強化アドバイザー派遣事業について、ご意見・要望等があればご記入ください。

～　ご協力ありがとうございました　～　　　
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